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第3章 1920 (大正 9)年の大恐慌と銀行
第 l節銀行業態の悪化
第2節銀行法の改廃・創設
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治44)年に公定歩合(この場合，商業手形割引歩合で日歩を指す)を 1銭3
厘から1銭 5厘に引上げ後，翌1912(大正元)年 2月に l厘， 10月にl厘上
げl銭 7厘と し，さらに翌日月 には l厘上げの 1銭 8厘，ついで1915(大正
3 )年 7月にさらに 2厘上げの 2銭と連続的に利上げを続行した。その後，
第一次大戦の開戦直後の経済界は見通し困難な状況から 一般銀行は容易に
は手を緩められない状勢が続いたが， 1 914~ 15年頃から貿易 ・海運の状況が
好転し，19日年春頃から金融緩慢の兆 しが確実化する までに安定してきた。







表 1 商品貿易および貿易外収支勘定 (単位 :百万円)
年次 商 口口 貿易 外
(大正) 輸出輸入 出超(x入超) 収入支出入超(x出超)
1913 (2) 632.5 729.4 x 96.9 148.7 159.2 x 10.5 
1914 (3) 591.1 595.7 x 4.6 146.5 150.3 x 3.8 
1915 (4) 708.3 532.4 175.9 226.0 154.1 71.9 
1916 (5) 1，127.5 756.4 371.1 460.0 174.9 285.1 
1617 (6) 1，603.0 1，035.8 567.2 675.0 219.0 455.9 
1918 (7) 1，962.1 1，668.1 294.0 894.6 319.0 575.6 
1919 (8) 2，098.9 2，173.5 x 74.6 915.0 410.6 504.4 
1920 (9) 1，948.4 2，336.2 x 387.8 761.1 443.7 317.4 
(資料出所)鵜野久吾 『日本金融発達史上 巌松堂書庖，1925年 4月， 292頁。
以上の局面緩和を受けて， I東京をはじめ 6大都市の組合銀行は流動性預
金や定期預金の金利を引き下げるなど金利は軟化傾向となった。銀行でも，
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表 2 東京の銀行預貸金金利推移
貸付金 (日歩)銭 当座預金 (日歩)銭 定期預金 (年利)分
年 次 最高 最低 平均 最高 最低 平均 1年 6カ月 3カ月
1917(大正6) 3.29 0.90 2.02 1.50 0.30 0.56 4.66 4.45 4.24
1918(大正7) 3.30 1.10 2.04 1.65 0.40 0.69 5.31 5.12 4.96
1919(大正8) 3.50 1.10 2.21 2.10 0.50 0.86 5.85 5.59 5.45
1920(大正9) 3.60 1.50 2.77 2.40 0.50 1.02 6.68 6.47 6.26
1921(大正10) 3.61 0.44 2.70 2.40 0.40 0.79 6.07 5.99 5.89
1922(大正11) 4.30 0.27 2.67 2.40 0.40 0.69 6.21 6.16 6.13
1923(大正12) 3.56 1.30 2.66 1.30 0.40 0.69 6.40 6.37 6.36
1924(大正13) 3.33 1.63 2.67 1.30 0.60 0.69 6.41 6.37 6.30
1925(大正14) 3.40 1.50 2.62 1.30 0.60 0.69 6.40 6.37 6.34
1926(昭和 1) 3.60 1.37 2.59 1.40 0.60 0.68 6.41 6.37 6.35
1927(昭和 2) 3.40 1.20 2.55 1.40 0.30 0.57 5.92 5.89 6.01
1928(昭和 3) 3.30 1.60 2.41 1.20 0.30 0.48 5.57 5.57 -
1929(昭和 4) 3.00 1.30 2.29 0.60 0.20 0.38 4.94 4.94 -
1930(昭和 5) 3.30 1.30 2.29 0.50 0.20 0.36 4.84 4.84 -
(出所)後藤新- r日本の金融統計j(金融経済研修所叢書別冊)1970年7月,273頁O
次世界大戦が終わった｡その後,大戦終結により株式 ･綿糸相場に暴落が現








この時期 (1919年 8-10月)の銀行界に対 し,大蔵省は地方長官に対 して,
投機に関係する銀行貸出を取 り締まるよう要請 している｡これを受けて同年


















年次(大正) 収入 支出 差益 対株主勘定利益年率 配当金 配当年率%
1914 (3)上期 98 78 20 76.0% 14 70.0 
下期 101 81 20 75.0 15 75.0 
1916 (5)上期 94 75 19 7.0 13 68.4 
下期 111 86 25 98.0 14 56.0 
1918 (7)上期 176 140 36 116.0 18 50.0 
下期 217 177 40 120.0 20 50.0 
1919 (8)上期 258 210 48 134.0 33 68.4 
下期 352 273 79 177.0 28 35.4 
1920 (9)上期 475 365 110 191.0 39 35.5 
下期 467 375 92 149.0 43 46.7 
1921 (10)上期 431 352 79 122.0 44 55.7 
下期 450 361 89 129.0 48 53.9 
(資料出所)鵜野久吾『日本金融発達史上巌松堂書庖. 1925年4月.324~ 5頁。
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表 4 大反動時の正貨現在高 (単位 :百万円)
午(大正)月末 所 有 別 所 在 別 合 計
政 府 日本銀行 内 地 海 外
1914(3)3 74 289 128 235 363
1919(8)6 955 731 443 1,243 1,686
同 12 1,051 1,006 702 1,355 2,057
1920(9) 1 1,027 987 694 1,320 2,014
同 2 951 972 617 1,306 1,923
同 3 915 956 684 1,187 1,871
































































表 5 5大銀行と全国普通銀行の年間配当率比較 (単位 :%)
年次 (大正) 三 井 三 菱 安 田 住 友 第 一 普通銀行
1914(3) 38.8 10.5 31.1 33.9 59.5 70.0
1915(4) 47.1 13.6 30.7 48.9 82.1 75.0
1916(5) 28.4 9.8 25.0 32.9 54.3 68.4
1917(6) 22.8 8.3 17.2 28.7 47.6 56.0
1918(7) 208.4 4.9 52.1 40.9 43.6 50.0
1919(8) 37.8 - 49.4 30.0 36.2 50.0
1920(9) 39.0 27.0 35.7 23.1 23.7 68.8
1921(10) 54.7 35.8 42.4 46.4 46.1 35.4
1922(ll) 48.8 36.3 40.5 69.0 48.8 35.5
1923(12) 44.2 37.9 - 455.8 67.3 46.7
1924(13) 43.1 43.8 45.8 61.0 62.6 55.7
1925(14) 64.3 52.8 54.7 69.9 62.6 53.9
(出所)後藤新一 r日本の金融統計l (金融経済研究所叢書別冊),1970年,102-117頁
および本稿表 3から筆者がまとめ作成 したもの｡



























































表 6 金融市場発達の概観 (単位 :百万円)
年末(大正)日銀党換券発行高 全国銀行勘定 全国手形 郵便 日銀金利正貨在高 各年中平均額 預 金 貸 出 交換高 貯金高 商手割引歩剖銭)
1913(2) 376 335 2,229 2,748 10,401 196 1.80
1919(8) 2,045 979 9,917 9,952 77,109 698 2.20
1920(9) 2,178 1,192 9,869 9,825 74,068 847 2.20
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26)
奨励を一つの政策 (次の2つ)として標模 し,まず手続上の改正に着手した｣

































表7 銀行合併促進の実績数 (単位 :行)
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らず資本金額は2倍強となっている｡これは銀行の 1件当たりの取引が巨額,
かつ取引件数も増加 したことを物語っているものといえる｡
表 8 戦前 ･戦後の全国各種銀行数 ･資金総計比較
年末(大正) 銀行数 資本金 (払込み) 1行あたり平均額 純益金
1913(2) 2,173行 90,600万円(2,700) 41万円(29) 120百万円
1919(8) 2,069 180,800万円(126,500) 87万円(61) 316百万円
比 較 -104 90,200万円(63,800) 46万円(32) 196百万円

















表 9 第一次大戦後の銀行の預金貸出比較 (単位 :百万円)
年末 (大正) 1913(2) 1919(8) 比 較
預金高貸出高 預金高貸出高 預金高 (伸び率) 貸出高 (伸び率)
全国各種銀行統計2,2292,7489,9179,952 7,688 (445%) 7,204 (362%)
内東京組合銀行 387 399 1,9401,801 1,553 (501%) 1,402 (451%)
大 阪 組 合 銀 行 229 286 1,4491,367 1,220 (633%) 1,081 (478%)
小 計 616 6853,3893,169 2,773 (614%) 2,484 (463%)
二 流 以 下 銀 行 1,6132,0636,5286,783 4,915 (404%) 4,720 (329%)
(出所)明石照男 ･鈴木憲久 柑 本金融史第2巻 (大正編)J(東洋経済新報社,1958年)
,90頁｡
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ると,次のとおりである｡(出所 :後藤新一 『日本の金融統計 (金融経済研
究所別冊)』金融経済研究所,1970年,126-127頁)0
不動産担保付(構成比率)保証 ･信用付(構成比率)
1919(大正8)年末 3.93億円 (10.0%) 12.58億円 (31.0%)




安を濃 くした｡｢局面打開のため政府は,同年末近 くに,必要に応 じて救済
策をとる旨発表した｡その後,政府 ･日銀は ｢此の際に限り時局緩和の為特
に必要と認むる場合に於ては臨機の処置として両行 (勧業および興業)営業
























限られていたのを， r払込資本金及積立金総額の10分の 1Jにまで改め， r農































































第 4章 1923 (大正12)年の関東大震災と銀行界
問題の所在
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第 1節震災と金融の救済策
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びに開業後における商工業その他一般貸金の融通方針に関して政・官-民協






本店138行…… ー， 121行 (87.7%) 17行
支庖350行-…・・ '222行 (63.4%) 88行
(出所)明石照男・鈴木憲久 『日本金融史第 2巻 (大正編) (東洋経
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表1 支払猶予前後の日銀免換券発行高・貸出高・銀行預貸金勘定(単位:億円)
日銀免換券 日銀貸出 全国組合銀行勘定(月末)
最多最少 最多最少 預金貸付金 貸出超過
1923 (大正12)8月 12.87 11.14 3.46 1.97 45.32 48.24 2.92 
同.10月 14.93 13.47 6.45 5.05 48.06 49.71 1.64 
同.12月 17.03 12.97 8.61 5.65 49.73 51.39 1.65(波線=筆者)
1924 (大正13)3月 13.46 11.78 7.04 5.23 48.87 52.16 3.28 
》
同.6月 13.89 11.96 5.18 3.78 I 50.25 53.19 2.94 
同.9月 13.12 21.40 4.57 2.45 50.20 52.63 2.42 





















































の多かった5大電力会社 (東京電燈 ･東邦電力 ･日本電力 ･大同電力 ･宇治
川電気)への貸出激増であった｡その後,これら電力の資金調達等に外債発
行を推進したのもこの三井銀行であったことから,銀行自身並びに株主の利




































































































綱を指示 し,まず自発的な改善を促 し,その後大蔵省は当業者側に対 して
｢銀行業務改善に関する諭達｣を発 したのである｡｢この銀行業務改善に関す
る指示事項は10数項にわたり,なかでも比較的主要な点は ｢銀行の重役,特
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整理促進のため,1926 (大正15)年の金融制度調査会の ｢銀行の合 同に関す
る方針｣ を発表,1927 (昭和2)年の ｢銀行法｣ (同年 3月30日公布,翌年
表13 1923-1926年間の全銀行数増減状況
年次 (元号) 合併等により存続又は新設 合併等により消滅 差 引
1912(大正 1) 36 29 7(参考)
1923(大正12) 3 110 △ 107
1924(大正13) 10 85 △ 75
1925(大正14) 14 109 △ 95
1926(大正15.昭和元) 16 142 △ 126
(出所)後藤新一r日本の金融統計 (金融経済研究所叢書別冊)j(金融経済研修所,1970年),
56-58頁｡
表14 1912-1926(大正)年代の銀行の主要実勢 ･配当実績(金額単位 :百万円)
区 分 全 国 銀 行 特 殊 銀 行 普 通 銀 行 貯 蓄 銀 行
項 目 1912年 1926年 1912年 1926年 1912年 1926年 1912年 1926年
本 店 数 2,165 1,595 53 35 1,621 1,417 478 124
支 店 数 2,971 6,263 78 279 1,946 5,297 886 594
資 本 金 822 3,055 212 544 510 2,361 86 97
振込済資本金 581 1,992 154 438 369 1,484 54 41
同.1行平均 0.27 1.25 2.91 12.51 0.23 1.05 0.11 0.33
積 立 金 200 983 67 289 111 662 20 27
純 益 金 113 391 21 72 79 302 11 15
配 当 金 46 171 14 41 28 127 4 4
配 当 率 40.7% 43.7% 66.7% 56.9% 35.4% 42.1% 36.4% 26.7%
預 金 2,034 11,852 343 1,606 1,357 9,178 333 1,067




















































































募 し.以て社会公衆 と提携協力 し.事業を堅実にし.其基礎を堅B]にし.
益々斯業の発達を期せんとするに在 りt,(本稿第 1章第3節参照)と述べて
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注
1) 長島常光 ｢銀行経営のコーポレー ト･ガバ ンス-史的考察 (Ⅰ)｣神奈川
大学経営学部 F国際経営論集j第23号 (2002年)301-302頁｡
2) 明石照男 ･鈴木憲久 r日本金融史 第 1巻 (大正編)J(東洋経済新報社,
1958年),鵜野久吾 F日本金融発達史j(巌松堂書店,1925年).
3) 前掲 2)明石 4-5頁｡
4) 前掲 2)明石 6頁｡詳細は日本銀行金融研究所編 F日本金融年表』(1993
年10月)に依れば,｢1914年 7月17日に大蔵省 ･日本銀行 ･横浜正金銀行の
首脳は正貨対策を協議 し,横浜正金銀行の輸出為替買入を積極化,日銀の同
行からの在外正貨買入等を決定｣その後,同年 7月31日 ｢政府 との間に,日
本銀行保有正貨および横浜正金銀行等から今後買入れるべ き正貨を政府に売
却することを協定 (以後 日本銀行の正貨買入先 に台湾 ･朝鮮 ･日本興業銀
行 ･三井 ･三菱 ･住友を追加,1919年10月迄継続)同8月 ｢在外正貨減少防
止のため特別為替の売却 (海外送金資金の対銀行正貨売却)を中止 したとし
ている｡




9) 後藤新一 F日本の金融統計 (金融経済研究所叢書 別冊)』(金融経済研究
所,1945年 7月)270頁｡
10) 前掲 2)明石20-21頁｡
ll) 前掲 6)106-107頁｡例えば,前掲 2)明石26頁は,この間の 各市場の





50銭から428円ちょうど (1917(大正 6)年 8月)に,鐘ガ淵紡績は108円ち
ょうどから454円 (1919(大正 8)年12月)に,いわゆる東株すなわち東京
株式取引所 (旧株)は149円80銭から549円ちょうど (1920(大正 9)年 3月)
というような状況であった｣として当時の株式暴騰ぶ りを記述 している｡又,

















































32)明石照男 ･鈴木憲久 F日本金融史第2巻 (大正編)j(東洋経済新報社,19
58年),122-124頁｡
33)前掲31)明石,122-4頁｡なお,全国銀行ベースの不動産貸付の割合を当


















38) 日本銀行金融研究所編 F日本金融年表<増補 ･改訂> (明治元年～平成4
年)j(日本銀行金融研究所,1993年),122-123頁｡



































わち ｢震災手形割引損失補償令による特別融資の開始 (新規持込み締切 り期





















































班) 前掲39)明石,205頁及び,後藤新一 F日本の金融統計 (金融経済研究所
叢書別冊)』(金融経済研究所,1970年)55頁参照｡例えば,大正15年末まで
の銀行合併に係る時系列な法的推進の流れをみると,次のとおりとなる｡


















(2)明石照男 ･鈴木憲久 r日本金融史第 2巻 (大正編)j東洋経済新報社,
1958年｡
(3)朝倉幸吉 r新編 日本金融史j日本経済評論社,1988年｡
(4)狭間源三編 F講座 ･日本資本主義発達史論 第3巻j日本評論社,1968
年｡
(5)植竹晃久 ･中田正機編著 F現代企業の所有 ･支配 ･管理jミネルヴァ書房,
1995年｡
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(15)藤野正三郎 ･寺西重郎 F日本金融の数量分析j東洋経済新報社,2000年.
(16)堀内昭義 ･吉野直行編 F現代日本の金融分析｣東京大学出版会,1992年｡
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